
合意分割制度は．次の条件に該当した場合に，当事者からの請求により，厚生年金の保険料  

納付言己録を当事者間で分割することガできる制度です。   

この制度により分割される記録は，離婚等をしたときは．その「婚姻期間中の当事者の厚生  

年金の保険料納付記録※」に限られます。   
※事実婚関係にあった方の場合臥 その「事実婚関係にあった闇の国民年金の業3呈被保険者期間中の当事者  

の厚生年金の保険料納付記録」です。  

平成lO年4月Ilヨ似書に，■♯した■倉や事業♯閂優を糠漬した場合など※。  

鍼事暮の倉義やt判事れにより毒血分■の■合を責めたこと。  

蘭求期隈を糾していないこと。（7頁「Q8」を参照）  
※事実婚関係を解消した場合臥 平成19年4月＝日以後に事実婚同綴を解消したと軋められ，その事実婚関係巳あった闘に．当   

事者の一方ガ国鳥年金の蔓3号被保険者であった万巳限られます。また．婚姻の取消しガ行われた場合も原則対象となります。  

【イメージ園】  

〔讐司  

保険料納付記録の牒  
判手練により定めた  

’謂無粥．慧・賀     荘監謂 誓瓢琵琶・薫⊃－t   

▲  

就職   
保険料納付記録の一部  

▲  △  △  ▲  

就職  婚姫  離婚  退職   

3号分割制度は，次の条件に該当した場合に，国民年金の薫3呈被保険者であった方からの  
漬求lこより．平成20年4月1日以後の相手方の厚生年金の保険料納付記線を2分の1ずつ，  

当事者間で分割することガできる制度です。   

この制度tこより分割される記録は，「平成20年4月1日以後の国民年金の更3号被保険者  

期間中の相手方の厚生年金の保険料納付記録」lこ限5れます昇。  

・■慮量○年■月lI】麒暮に．■■した■●など．  

・■■20年▲月IB鼠暮に．■斗書■の暮a●■儀■暮■■が■ること．  

【イメージ図 笥 

婚姻  離婚  

※3呈分割制度の対象とならない婚姻期間中の厚生年金の保険料納付記録については，合憲分割制度の条件仁該   

当する場合．合意分割制度に基づき分割することガできます。  
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Ql・合意分割制度巳より，老齢基礎年金と老齢厚生年金を受給している相手方  

から．厚生年金の保険料納付記録の分割を受けたときはどうなるのでしょ  

うか。   

分割を受けた方は・分割後の厚生年金の保険料納付記録に基づき，その老齢厚生年金等の領ガ  

計算されます。実際に・分割後の記録に基づ＜老齢厚生年金等を受けるには，ご自身の厚生年金  

の加入期間や国民年金の保険料を納付した期間等によって受給贅格期間を満たしていることやご  

白身の生年月日lこ応じて定められている支給開始年掛こ到達していることガ必要です。   

年金分割こよる年金額への効果は，厚生年金の報酬比例部分（厚生年金墨壷ガ国に代行して支  

給する部分を含む。）に限5れ．国民年金の老齢基礎年金等や企業独自の給付である確定給付企  
業年金等に影響はありません。   

また．現に老齢厚生年金を受けている場合は．年金分劃の請求をした月の翌月から年金額ガ変  

更されます。  

02・当事者の一万ガ国家公務員の方で，他方ガ厚生年金保険巳加入している万  
の場合．合意分割の手続はどうなるのでしようか。   

厚生年金の分割制度と向じ＜，平成19年4月1日から各共済年金制度（国家公務員共済年金  

制度・地方公務員共済年金制度・私立学校数職員共済年金制度）にぉいても．合意分割制度ガ始  

まりますガ．その手続は，各年金制度ごとに行うことになります。   

ご巽間の場合，厚生年金に関する年金分割の手続は社会保険事務所に対して行い．国家公務員  

共済年金に関する年金分劃の手続は国家公務員の方が勤務する省庁の共済組合に対して行うこと   

になります。   

※各共済年金の分割制度の詳細については．8頁「共済年金の分割制度のあ問い合わせ先について」欄に記  

載しています各共済年金の窓口にあ問い合わせ＜ださい。  

合意分割制度と3葺分割制度の主な相違点は．次のとぉりです。  

合意分割制度   3号分割制度   

期   平成19年4月1日   平成20年4月1日   

なる離婚等   平成19年4月1日以後に離婚  平成20年4月1日以後に離婚  
等をした場合   等をした場合   

象   婚姻期間中の厚生年金の保険料  婚姻期間のうち，平成20年4  
納付記録※   月1日以後の案3呈被保険者期  

間中の厚生年金の保険料納付記  

録  

婚姻期間中の厚生年金の保険料  第3号被保険者期間中に厚生年  

納付記録ガ多い方か5，少ない  金の被保険者であった方から，  
万に対して記録を分割   筆3呈被保険者であった方に対  

して記録を分割  

当事者の合意文は裁判手続によ  

り定め5れた年金分割の割合  
（5頁「Q5」を参照）   

当事者の一万による請求   当事者のうち，第3号被保険者  
であった方による請求   

を解消した方の場合  は，2頁「合意分割制度」をご覧＜ださい。   

制度の開始時  

分割の対象と  

分割される対  

分割の方法  

分割の割合  

手続の方法  

※事実婚関係   
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年金分割のための楕報提供の請求⇒下記「1」へ  

「年金分劃のための楕報通知暮」の交付   

情報提供は．年金分劃の請求手続をするにあたり，事前に必要な情報を当事者へ提供するも  
のです。これは，「年金分割の割合（Q5参照）」ガ自由に決めることガできるものではなく  
法律で定める範囲内になるように決めることとされているため，その範囲や分割の対象となる  
期間等の晴報の提供を受け5れるようにしたものです。   

楕報提供の請求は．離婚する前でも離婚した後でも行うことガできます。具体的には「年金  
分割の恵めの楕報提供請求書」に必要な書類を添えて最寄りの社会保険事務所lこご提出＜ださ  

い。  

「年金分割のための情報提供請求暮」に添付する主な暮類   

①講求毒ご本人の国民年金手晩 年金手帳又臥基礎年金番号通知書   

②婚姻期間等を明らかにすることガできる書類（戸籍の謄本．当事者それぞれの戸薄の抄本  

戸籍の全部事項証明暮又は当事者それぞれの戸籍の個人事項証明暮）   

⑨事実婚関係lこある期間lこ係る惰報提供の請求をする場合は．その事実姫関係を明らかにする  
ことガできる書類  

その他の必要な書類は，最寄りの社会保険事務所等にあ問い合わせ＜ださい。  
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Q3．棉報提供の訴求は．当事者の二人ガ一緒広行わなければならないのでしょ  
うか。  

情報提供の請求は，当事者の二人が一緒に請求することも，一人で請求することもできます。   

①二人ガ一緒に請求をした場合は，それぞれに対して「年金分劃のための情報通知書」を交   

付します。   
②一人で請求した場合   

ア．離婚等をしているときは，請求した方とその相手方に「年金分劃のための楕報知書」  

を交付します。   

イ．離婚等をしていないときは，請求した方のみに「年金分劃のための情報通知書」を交  

付します。  

一′Q∵至  

前巳，年金分劃をした場合の年金見込額旧分かるのでしょうか。   

次に掲げる方は．情報提供の請求手続の際，年金分劃をした場合の年金見込額の試算の申込み  
ガできます。   

ア．50歳以上の方で老齢基礎年金の受給資格期間を満たしている方については，老齢厚生年   

金の見込額   

イ．障害厚生年金の支給を受けている万lこついては，障害厚生年金の見込額  

Q5．当事者の合意や裁判手続巳より定める「年金分劃の割合」とは，何でしょ  
うか。  

ぉんぶん  年金分割の割合（法律上「按分割合」といいます。）とは，当事者双方の対象期間標準報酬総  
額（厚生年金の保険料納付記録を現在価値に再評価したもの）の合計額のうち，年金分劃をした  

後の分割を受ける側の持分を表したものです。   

「年金分劃の割合を定める」とは．対象期間標準報酬総額の合計額をどのような割合で分け合  

うかを決めることです。   

この割合は，当事者や裁判所が自由に定めることガできるものではな＜，法律上次の範囲内  

（下限を超え，かつ，上限以下）で決めることとされています。  

諦求可能な  

按分割合   

これは，年金分割によって．分割を受ける側（法律上「第2葺改定者」といいます。）の持分  

ガ減らないように，また．分割によって第2号改定者の持分ガ分割をする側（法律上「兼1号改  

定者」といいます。〉の持分を超えないようlこするためです。  
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年金分劃の割合lこついて，当事者間の話合いでは合意ガ成立しないときは，家庭裁判所にあ  
ける審判手続などの裁判手続を利用して年金分劃の割合を定めることガできます。年金分割に  
関する裁判手続は，具体的lこは，次のとぉりです。  

・審判手続（請求すべき按分割合tこ関する審判事件）   

家事審判官ガ家庭裁判所に提出された書類等に基づいて，年金分劃の割合lこついて   
判断します。  

ノ ・調停手続（請求すべき按分割合に関する調停事件）   

当事者間で争いのある年金分割の割合lこついて，当事者双方を呼び出す調停期日を   
開き．調停委員会の進行により，話合いによる解決を目指します。  

・離婚訴訟にあける附帯処分（標準報酬等の按分割合に関する処分）の手続   

離婚訴訟にぉいて，裁判所は，当事者の申立てにより，離婚請求を温容する場合に   
併せて年金分劃の割合について判断します。   

年金分割に関する家庭裁判所に対する審判等の申立てや家庭裁判所の所在地lこついて  

は．最寄りの家庭裁判所や裁判所のウェブサイト（http：／／www．courts．go．jp）でご案内して  

います。  

Q6．年金分劃の割合について．家庭裁判所への申立てをする巳は，どのよう巳  

すればよいのですか。   

申立書．手数料，郵便切手その他の必要書類のほか．申立てlこ係る「年金分劃のための情報  
通知書※」ガ必要になります。詳し＜は，最寄りの家庭裁判所にお問い合わせ＜ださい。   

※当事者それぞれガ異なる年金制度に加入していた場合や当事者の一万ガ複数の年金制度に   

加入していた場合に．各年金制度についての年金分割に係る審判等の申立てをするときは．   
各年金制度ごとの「年金分割のための情報通知暮」ガ必要Iこなります。  
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する裁判手続は，どこの家庭裁判所にすればよいのですか。   

原則として相手方の住所地を受け持つ家庭裁判所です。ご不明な場合は最寄りの家庭裁判所にあ  

問い合わせ＜ださい。  

軍∴‾与●－、二醐閤 璽撃墜   

合意分割制度は，当事者の合意文は裁判手続により「年金分劃の割合」を定めたとしても．  

実際に，社会保険事務所lこあいて年金分劃の請求をしないと，当事者それぞれの厚生年金の保  

険料納付記録は変更されません。   

また，年金分割の請求には請求期限（Q8参照）ガありますので，その手続ガ遅れますと，請  

求することガできな＜なりますので．ご注意＜ださい。   

年金分割の請求は，離婚等をした後に「標準報酬改定論求書」に必要な書類を添えて最寄り  

の社会保険事務所にご提出＜ださい。  

「標準報酬改定請求書」に添付する主な書類   

①請求者ご本人の国民年金手晩 年金手帳又は基礎年金番号通知書   

②婚姻期間等を明らかにすることガできる書類（戸籍の謄本，当事者それぞれの戸籍の抄本，  

戸籍の全部事項証明書又は当事者それぞれの戸籍の個人事項証明書〉   

③事実婚関係にある期間に係る年金分劃の請求をする場合は，その事実婚関係を明らかにする  
ことガできる書類   

④年金分割の割合を明らかにすることガできる書類  

ア）当事者の合意により，年金分劃の割合について定めたとき  

公正証書の謄本若し＜は抄録謄本，又は公証人の認証を受けた私署証書  

イ〉裁判所にあける手続により，年金分劃の割合について定めたとき  
審判（判決）の場合 …審判（判決）書の謄本又は抄本及び確定証明書  

調停（和解）の場合 …調停（和解）調書の謄本又は抄本  

その他の必要な書類について，最寄りの社会保険事務所等にあ問い合わせ＜ださい。  

巴  
金分割の請求たは，請求期限ガあるのでしようか。   

年金分劃の請求は．原則として．以下のいずれかに該当した日の翌日かも起算して2年を経過  

した場合，行うことガできません。  

をしたとき  

の取消しガ行われたとき  

姫関係にある当事者ガ国民年金の兼3睾被保険者の資格を喪失し，その事実婚閲  
解消したと認められるとき   

例外として，裁判手続により年金分割の割合を定めた場合ガあります。例えば，上記の請求期  

限を経過する前に年金分割に関する審判の申立てをし．雛嬉をした日の翌日から起算して2年を  

経過した後に年金分割の割合を定める審判ガ確定したときは，その審判ガ確定した日の翌日か5  

起算して1か月を経過するまでは，年金分劃の請求を行うことガできます。   

裁判手続により年金分劃の割合を定めた場合の請求期限について，詳し＜は，最寄りの社会保  

険事務所等にあ問い合わせ＜ださい。  
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厚生年金の分割制度については，最寄りの社会保険事務所．年金相談セッター及び社会保険庁のホーム  

ぺ－5T（http：／／sia．go．jp）でご案内しています。   

また．電話によるあ問い合わせは．「ねんきんダイヤル」又は社会保険事務所をご利用＜ださい。  

◎社会保険事務所等a）所在地とt詰寄号は，ホームぺ－ジ（http：／／sia．go．jp／sodan／madoguchi／shaho／index．   

htm）でご覧いただけます。   

○開庁日と開庁時間は．次のとぉりです。祝日，12月29日－1月3日はご利用いただけません。  

月謄日一金駐日：午前8時30分一年後5時15分（月経日（休日の場合は翌開庁日〉は  

午後7時まで延長）  

案2土腫日 ：午前9時30分一年後4時   
○一都の社会保険事務所にあいては、上記開庁日以外の日に開庁していますので．詳し＜は社会保険事  

務所又はホームページでご案内しています。   

◎ねんきんダイヤル 「0570－05－1165」   

○受付時間は，午前8時30分から午後5時15分（土・日・祝日・12月29日－1月3日年末年始  

の休日を除＜。）です※。  

※平成19年7月17日以降の受付時間は、次のとあリlこ変更する予定です。祝日，12月29日－  
1月3日はご利用いただけません。  

月曜日一金線日：午前8時30分～午後5時15分（用鰹臼（休日の場合は翌開庁日）は  
午後7時まで延長）  

第2土陸自 ：午前9時30分一年後4時   
O「ねんきんダイヤル」は．あ客種からの電話を全国の年金電話相談センター等のうち．回線の空いて  

いるとこうにあつなぎします。   

○通話料金は一般の画定電話の場合．接続先にかかわらす．市内料金でご利用いただけます。   

○電話機の設定，ひかりt誌などのIPt誌及びPHSなどt話機［＝よってはご利用いただLj－ない場合ガ  

あります。その場合は，あ手数ですが他の電話機であかけ直しいただ＜か，最寄りの社会保険事務所  

をご利用＜ださい。   

O「0570」の最初の「0」を省略したり．市外局番を付けて間違い電話になっているケースガ発生  

していますので．あかけ間違いのないようご注意＜ださい。  

◎国家公務員共済年金lこついて  

・国家公務員共済組合の組合員の万及びその配偶者の万  

…現在勤務されている各省庁の共済組合  

・国家公務員共済組合の組合員であった万及びその配偶者の万  

…国家公務員共済組合連合会年金相談室（T【LO3－3265－8141（代表））   

◎地方公務員共済年金について  

・地方公務員共済組合の組合員の方及びその配偶者の方  

‥．現在所属されている共済縫合  

・地方公務員共済組合の組合員であった万及びその配偶者の方  

…公務員として最後に所属されていた共済組合   

◎私立学校数職員共済年金について  

日本私立学校振興・共済事業団共済事業本部広報相談センター   

（T【し03－3813－5321（代表））  

－20－   



事業主のみなさまへ  

平成19年4月より、厚生年金保険の新しい仕組みが始まります。   

年金制度における世代間の負担と給付の公平性や高齢世代内での公平性  

の観点から、就労して稼得能力のある70歳以上の年会受給者についても、  

現行の60歳台後半の在職老齢年金の調整の仕組みが適用されることとなり  

ました。   

事業主（船舶所青書）の方には、70歳以上の被用者に関する各種届書  

のご提出をお願いするとともに、従業員（船員）の皆様へも在職老齢年金  

制度についてお知らせいただきますよう御協力をお願いいたします。  

-I 
古平成17年4月より実施しております、「3歳末満の子を華肯する被保険  

者の標準報酬月額の特例」制度に関する申出は、提出期限が2年以内となっ  

ております。   

申出をお忘れになっている従業員の方がいらっしやいましたら、早期に  

申出書をご提出いただきますようご案内をお願いいたします。   

なお、この制度は夫婦とも厚生年金保険の被保険者の場合であってもそ  

れぞれで取得することができます。  

社会保険庁・地方社会保険事務局・社会保険事務所  

社会保険庁ホームページ：http：／／WVVW．Sia．go．］p／  
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今年（平成19年）の4月より、新たに70歳以上の被用書  
の雇用、退職及び報酬の額に関する届出が必要となります。  
※保険料徴収の対象とはなりません。  

対 象 者  次の要件のすべてに該当する方  

・昭和12年4月2日以降にお生まれの方であって70歳以上の方  

・厚生年金保険の適用事業所にお勤めの方であって勤務日教及び勤務   

時間がそれぞれ一般の従業員の概ね4分の3以上の方  

・過去に厚生年金保険の被保険者期間がある方   

○対象者を新たに雇用したとき（※りや、70歳に到達し引き続き雇用す   

るとき（※2）は  

「厚生年金保険70歳以上被用書 該当届」を5日以内に提出して下   

さい。  

（※1）健康保険被保険者資格取得届も同時に振出してください。  

（※2）厚望年金保険被保険者資格喪失届も同時に提出してください。  

○対象者の報酬に変妻があったときや貧毒の支払いがあったときは  

「厚生年金保険70歳以上被用者 月額変更・鼻与支払届」を、月額変   

更届は速やかに、賞与支払届は5日以内に提出して下さい。  

07月1日に対象者を雇用しているときは  

「厚生年金保険70歳以上被用者 算定基礎届」を毎年7月1日から  

10日までの間に提出して下さい。  

届出書類  

たときは  

「厚生年金保険70歳以上被用書 育児休業等終了時報酬月額変更届」   

を速やかに提出して下さい。  

○対象者が退職することとなったとき（※3）は  

「厚生年金保険70歳以上被用書 不該当届」を5日以内に提出して   

下さい。  
（※3）健康保険被保険者資格喪失屈も同時に提出してください。  

が必要となりますム（算定基礎届を  欒船   

票。！；．式巨  事業主（船舶所南者）の方が、管轄の社会保険事務所等に届書を提出し  

て下さい。  

醐書直  ○対象者が2カ所以上の事業所に勤務す挙こととなったとき昧  

「厚生年金保険70歳以上被用書 所属選択・二以上事業所勤務届」   

を10日以内に提出して下さい。   

被用者の方が、選択した社会保険事務所に届書を提出して下さい。  
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65歳以上70歳未満の方の  

在職老齢年金と同じ仕組みです  

老齢厚生年金の基本月額※1＋総報酬月額相当額※2の合計額が  

48万円以下  48方円を超える  

j 

筆＿≡‘l；岳’一   

老齢厚生年金は全部または  

一部が支給停止となりまず  

支給停止後の年豊玉給月額＝  

基本月額－（基本月額＋続報酬月額相当額－48万円）÷2  

※1 基本月額：加給年金額を除いた老齢厚生年金（報酬比例部分）の月額  

※2 総報酬月額相当額：（その日の標準報酬月額相当額）＋（その月以前1年間の標準賞与額及び  

標準賞与額相当額の合計）÷12   

65歳からの在職老齢年金額早見表  （単位‥万円）  

● 

上段：1ケ月当たりの年金の支給停止額  下段：1ケ月当たりの年金支給月額  
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平成19年4月から始まるその他の制度・見直し  

65歳以降の老齢厚生年金の繰下げ制度   

65歳以降の老齢厚生年金を受けることができる場合に、65歳からは受け取らすに、  

66歳以後に繰下【劾申出をすることにより、その申出をした月の翌月から、増額された  

老齢厚生年金を受けとることができるようになります。   

な卒、申し出ができるのは、平成19年4月1日以降に65歳以降の老齢厚生年金の受  

給権を取得する方です。  

遺族厚生年金の見直し  

（1）65歳以上の方の遺族厚生年金の見直し（平成19年4月1日以降に遺族厚生年金の   

受給権を取得した方および平成19年4月1日前に遺族厚生年金の受給権を育する平成  

19年4月1日以降に65歳になる方が対象）   

65歳以上の方の遺族厚生年金については、自らの保険料納付を確実に年金給付に   

反映する仕組みとするという考え方から、  

・ご自身の老齢厚生年金額全額と  

・遺族厚生年金として改正前の制度において受給できた額とご自身の老齢厚生年金顎と   

の差額   

を支給するという仕組みになります。  

（2）若年期の妻の遺族厚生年金の見直し（平成19年4月1日以降に受給権を育する方が   

対象）   

夫の死亡時に30歳未満で子を轟音しない妻に対する遺族厚生年金について、5年間  

の育期給付とされます。   

また、中高齢寡婦加眉について、支給要件が35歳以上から40歳以上に引き上げら   

れます。  

≠婚時の厚生年金の分割制度   

次の条件すべてに該当した場合に、当事者の一方からの請求により、婚姻期間等の厚  

生年金の保険料納付記録を当事者間で分割することができるようになります。  

・平成19年4月1日以降に離婚等をしたこと。  

・当事者の合意や裁判手続により年金分割の割合を定めたこと。  

・請求期限（原則、離婚の白の翌日から起算して2年）を経過していないこと。  

受給権書の申出による支給停止   

年金受給権善が、自らの申出により、年金給付の宝額を支給停止とする措置を受ける  

ことができる仕組みです。   

年金の支給の再開は、自らの意思により将来に向かっていつでも可能です。   

繰り下げ制度とは異なり、停止期間に応じた増額はありません。  

※このチラシは社会保険庁ホームページ（http：／／ⅥWW．Sia．go．jp／）に掲載しています。   

また、社会保険事務所にも設置していますので、事務所内での配付・回覧による   

周知・広報にご活用ください。  
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